
JP 5921927 B2 2016.5.24

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  熱膨張性微小球を含有する熱膨張性粘着層と、該熱膨張性粘着層とは異なる粘着層を積
層した基材レス両面粘着シートであって、粘着層がエネルギー線硬化型粘着剤からなり、
熱膨張性粘着層よりも高い弾性率を有することを特徴とする加熱剥離型粘着シート。
【請求項２】
  粘着層の弾性率が５００ＭＰａ以下である請求項１記載の加熱剥離型粘着シート。
【請求項３】
  粘着層と熱膨張性粘着層との間に弾性層を有する請求項１又は２に記載の加熱剥離型粘
着シート。
【請求項４】
  請求項１～３のいずれかに記載の加熱剥離型粘着シートを用いて、電子部品や半導体部
品の加工を施すことを特徴とする製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、加熱処理にて接着力を低減できて被着体より簡単に剥離でき、電子部品等の
加工工程に適用に好適な加熱剥離型粘着シートに関する。
　また、産業の利用分野として電子部品（例えば半導体ウエハ・積層セラミック部品）な
どの加工用（研磨用・ダイシング用など）に関する。



(2) JP 5921927 B2 2016.5.24

10

20

30

40

50

【背景技術】
【０００２】
　従来、基材上に発泡剤含有の粘着層を設けてなる加熱剥離型粘着シートが知られていた
（特許文献１～５）。この加熱剥離型粘着シートは、被着体の切断加工に耐える粘着保持
力と、形成された切断片の容易な剥離回収との両立を図ったものである。すなわち、この
粘着シートは、被着体との貼り合せ時には高い粘着性を有する一方、切断片の回収時には
、加熱により熱膨張性微小球を含有する発泡性感圧接着剤層が発泡又は膨張して感圧接着
剤層の表面が凹凸状に変化し、被着体との接着面積の減少により粘着力が低下又は消失す
るため、前記切断片を容易に剥離することができるという特徴を有している。特に、被着
体が脆弱である場合や薄層の場合には、被着体を貼付けした粘着シートに支持体を貼り合
せて加工する、いわゆる台座方式が採用されている（特許文献６）。
【０００３】
　しかしながら、このような台座方式で使用される従来の加熱剥離型粘着シートでは、例
えば、被着体を加熱処理した後の加熱剥離型粘着シート基材の熱収縮により収縮応力が発
生し被着体に反りが生じ、その後のプロセスでの搬送性や加工性に問題が生じる場合があ
る。この現象は、被着体が大面積になるほど、顕著に現れる。この問題に対して、熱剥離
型粘着シートに基材を用いず、粘着層のみで被着体と支持体を貼付けることで、基材の熱
収縮による収縮応力が低減し、反りを防止する効果になったと考えられる。しかしながら
、この場合加熱剥離時の剥離力が低下するという問題が生じる。これは、加熱剥離型粘着
シートを加熱剥離する際、熱膨張性微小球の発泡による剥離応力が、粘着剤を拘束する基
材がない為に四方八方に分散することに起因するものと思われる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公昭５１－０２４５３４号公報
【特許文献２】特開昭５６－０６１４６８号公報
【特許文献３】特開昭５６－０６１４６９号公報
【特許文献４】特開昭６０－２５２６８１号公報
【特許文献５】特開２００９－０４０９３０号報
【特許文献６】特開２００３－２９２９１６号報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、加熱処理後に基材の収縮による被着体の反りを防止すると共に、加熱
剥離時には良好な剥離性を有する加熱剥離型粘着シート、該粘着シートを用いた電子部品
や半導体の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を解決するため鋭意検討した結果、熱膨張性微小球を含有する
熱膨張性粘着層と、粘着層を積層した基材レス両面粘着シートであって、加熱剥離される
両面粘着シートの粘着層が熱膨張性粘着層よりも高弾性率を有することを特徴とする加熱
剥離型粘着シート、及びそのシートを用いることで加工性と剥離性の両立を実現できるこ
とを見出した。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、熱膨張性微小球を含有する熱膨張性粘着層と、該熱膨張性粘着層より
も弾性率の高い粘着層を積層した基材レス粘着シートを用いることで、加熱工程後も被着
体に反りを生じず、また、加熱剥離時の発泡応力の方向をコントロールすることで加熱剥
離性の低下を防止することが出来る。
【図面の簡単な説明】
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【０００８】
【図１】弾性層を有しない本発明の加熱剥離型粘着シート
【図２】弾性層を有する本発明の加熱剥離型粘着シート
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明による加熱剥離型粘着シートは、少なくとも一層の熱膨張性微小球を含有して加
熱により膨張する熱膨張性粘着層を有する２層以上の積層粘着剤からなる。その例を図１
、図２に示す。１が熱膨張性粘着層、２が粘着層である。さらに必要に応じてセパレータ
３及び弾性層４が設けられる。
　そして、本発明の加熱剥離型粘着シートは、基材レスの粘着シートであって、それは、
熱により収縮する可能性がある基材層、つまり、粘着や熱膨張性の作用を有さず、熱膨張
性粘着層や粘着剤層を支持するための層である基材を有しない加熱剥離型粘着シートであ
り、基本的には上記の熱膨張性粘着層と粘着層からなる積層体から構成される。なお、い
わゆる剥離シートも基材層には包含されない。
【００１０】
（熱膨張性粘着層）
　熱膨張性粘着層は、熱膨張性微小球を含有して加熱により膨張し、その膨張による凹凸
変形を介し表面の粘着層も凹凸変形させて被着体に対する接着力を低減させるものである
。従って被着体に接着した加熱剥離型粘着シートを任意な時にその熱膨張性粘着層を加熱
処理して、被着体より簡単に剥離することを可能とするものである。
【００１１】
　熱膨張性粘着層は、例えば熱膨張性微小球と結合剤の混合層などとして形成することが
できる。その結合剤としては、熱膨張性微小球の加熱による発泡及び／又は膨張を許容す
るポリマー類やワックス類などの適宜なものを用いうる。就中、熱膨張性微小球の発泡及
び／又は膨張を可及的に拘束しないものが好ましい。前記熱膨張性微小球の加熱膨張性や
被着体に対する粘着層を介した接着力等の粘着特性の制御性などの点より、特に好ましく
用いうる結合剤は粘着剤である。
【００１２】
　前記の熱膨張性粘着層に使用される粘着剤としては、特に限定はなく、例えばゴム系や
アクリル系、ビニルアルキルエーテル系やシリコーン系、ポリエステル系やポリアミド系
、ウレタン系やフッ素系、スチレン－ジエンブロック共重合体系等のポリマーを用いたも
のや、融点が約２００℃以下等の熱溶融性樹脂を配合してクリープ特性を改良したもの、
放射線硬化型のものや、それらに必要に応じて例えば架橋剤や粘着付与剤、可塑剤や軟化
剤、充填剤や顔料、着色剤や老化防止剤、界面活性剤等の各種の添加剤を配合したものな
どの適宜なものの１種又は２種以上を用いることができる。
　これらの粘着剤の例としては特開昭５６－６１４６８号公報、同６３－３０２０５号公
報、同６３－１７９８１号公報、特公昭５６－１３０４０号公報等が挙げられる。
【００１３】
　粘着層を介した被着体に対する加熱前の適度な接着力の制御性と加熱による接着力の低
減性とのバランスなどの点より好ましい前記の粘着剤は、常温から１５０℃の温度域にお
ける動的弾性率が５万～１０００万dyn／cm２のポリマーをベースポリマーとするもので
あるが、これに限定されない。
【００１４】
　このような粘着剤は、例えば天然ゴムやポリイソプレンゴム、スチレン・ブタジエンゴ
ムやスチレン・イソプレン・スチレンブロック共重合体ゴム、スチレン・ブタジエン・ス
チレンブロック共重合体ゴムや再生ゴムやブチルゴム、ポリイソブチレンやＮＢＲの如き
ゴム系ポリマーをベースポリマーに用いたゴム系粘着剤、アクリル酸ないしメタクリル酸
のアルキルエステルを成分とするアクリル系重合体をベースポリマーに用いたアクリル系
粘着剤などである。
【００１５】
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　なお前記のアクリル系重合体としては、例えばメチル基やエチル基、プロピル基やブチ
ル基、アミル基やヘキシル基、ヘプチル基や２－エチルヘキシル基、イソオクチル基やイ
ソノニル基、イソデシル基やドデシル基、ラウリル基やトリデシル基、テトラデシル基や
ペンタデシル基、ヘキサデシル基やヘプタデシル基、オクタデシル基やノナデシル基、エ
イコシル基の如き炭素数が１～２０、就中４～１８の直鎖又は分岐のアルキル基を有する
アクリル酸やメタクリル酸のエステルの１種又は２種以上を用いたものがあげられる。
　特に主成分のアクリルモノマーとしては、エチルアクリレート、ブチルアクリレート、
２－エチルヘキシルアクリレート、イソオクチルアクリレート、イソノニルアクリレート
、メチルメタクリレートなどが好ましく用いられる。
【００１６】
　また用いるアクリル系重合体は、凝集力や耐熱性や架橋性等の改質などを目的に適宜な
モノマーの１種又は２種以上を共重合したものであってもよい。その共重合モノマーにつ
いては特に限定はなく、前記アクリル酸系アルキルエステルと共重合しうるものであれば
よい。
【００１７】
　ちなみに前記共重合モノマーの例としては、アクリル酸やメタクリル酸、カルボキシエ
チルアクリレートやカルボキシペンチルアクリレート、イタコン酸やマレイン酸、フマー
ル酸やクロトン酸の如きカルボキシル基含有モノマー、無水マレイン酸や無水イタコン酸
の如き酸無水物モノマー、（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチルや（メタ）アクリル酸ヒ
ドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシブチルや（メタ）アクリル酸ヒドロキ
シヘキシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシオクチルや（メタ）アクリル酸ヒドロキシデ
シル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシラウリルや（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル
）－メチルメタクリレートの如きヒドロキシル基含有モノマーがあげられる。
　官能基モノマーとしては、特に、エポキシ架橋剤との反応を考えて、アクリル酸、メタ
クリル酸が好ましく、イソシアネート架橋剤との反応では、ヒドロキシル基含有モノマー
が好ましく例えばヒドロキシル基含有モノマーは、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエ
チル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸4－ヒドロキシ
ブチル、（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸８－ヒドロキ
シオクチル、（メタ）アクリル酸１０－ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸１２－ヒ
ドロキシラウリル、及び（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）メチル（メタ）アクリ
レートが用いられる。
【００１８】
　またスチレンスルホン酸やアリルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチ
ルプロパンスルホン酸や（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（
メタ）アクリレートや（メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホン酸の如きスルホン
酸基含有モノマー、２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェートの如き燐酸基含有モ
ノマー、（メタ）アクリルアミドやＮ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリルアミドやＮ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプ
ロパン（メタ）アクリルアミドの如き（Ｎ－置換）アミド系モノマー、（メタ）アクリル
酸アミノエチルや（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル
酸ｔ－ブチルアミノエチルの如き（メタ）アクリル酸アルキルアミノ系モノマー、（メタ
）アクリル酸メトキシエチルや（メタ）アクリル酸エトキシエチルの如き（メタ）アクリ
ル酸アルコキシアルキル系モノマー、Ｎ－シクロヘキシルマレイミドやＮ－イソプロピル
マレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミドやＮ－フェニルマレイミドの如きマレイミド系モノ
マー、Ｎ－メチルイタコンイミドやＮ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイミ
ドやＮ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミドやＮ－シクロ
ヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミドの如きイタコンイミド系モノマー
、Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシンイミドやＮ－（メタ）アクリロイル
－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシオ
クタメチレンスクシンイミドの如きスクシンイミド系モノマーなども共重合モノマーの例
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としてあげられる。
【００１９】
　さらに酢酸ビニルやプロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリドンやメチルビニルピロリ
ドン、ビニルピリジンやビニルピペリドン、ビニルピリミジンやビニルピペラジン、ビニ
ルピラジンやビニルピロール、ビニルイミダゾールやビニルオキサゾール、ビニルモルホ
リンやＮ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレンやα－メチルスチレン、Ｎ－ビニルカプ
ロラクタムの如きビニル系モノマー、アクリロニトリルやメタクリロニトリルの如きシア
ノアクリレート系モノマー、（メタ）アクリル酸グリシジルの如きエポキシ基含有アクリ
ル系モノマー、（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコールや（メタ）アクリル酸ポリプ
ロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチレングリコールや（メタ）アクリ
ル酸メトキシポリプロピレングリコールの如きグリコール系アクリルエステルモノマー、
（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリルやフッ素（メタ）アクリレート、シリコーン
（メタ）アクリレートや２－メトキシエチルアクリレートの如きアクリル酸エステル系モ
ノマー、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレートや（ポリ）エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレートやネオペンチ
ルグリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレートや
トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）
アクリレートやジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、エポキシアクリレ
ートやポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレートやジビニルベンゼン、ブチルジ
アクリレートやヘキシルジアクリレートの如き多官能モノマー、イソプレンやブタジエン
、イソブチレンやビニルエーテルなども共重合モノマーの例としてあげられる。
【００２０】
　一方、熱膨張性粘着層に配合する熱膨張性微小球としては、例えばイソブタンやプロパ
ン、ペンタンの如く容易にガス化して熱膨張性を示す適宜な物質をコアセルベーション法
や界面重合法等の適宜な方式にて殻形成物質、例えば塩化ビニリデン－アクリロニトリル
共重合体やポリビニルアルコール、ポリビニルブチラールやポリメチルメタクリレート、
ポリアクリロニトリルやポリ塩化ビニリデン、ポリスルホンの如き熱溶融性物質や熱膨張
で破壊する物質などからなる殻の内部に内包させたマイクロカプセルなどがあげられる。
【００２１】
　熱膨張性微小球の使用により加熱による被着体の汚染度の増大を安定に抑制することが
できる。マイクロカプセル化していない発泡剤等では、表面を形成する粘着層を凝集破壊
するためか汚染度増大の抑制効果に乏しくなる。加熱による接着力低減の操作性、就中そ
の接着力低減の安定した達成性などの点よりは、破裂するまでの体積膨張が５倍以上、就
中７倍以上、特に１０倍以上の熱膨張性微小球が好ましく用いられる。
【００２２】
　用いる熱膨張性微小球の平均粒径は、適宜に決定でき、一般には１００μm以下、就中
８０μm以下、特に１～５０μmのものであるが、これに限定されない。なお熱膨張性微小
球として、マイクロスフェア（マツモトマイクロスフィアF-50D、松本油脂製薬社製）等
の市販物を使用することができる。
【００２３】
　熱膨張性微小球の使用量は、熱膨張性粘着層の膨張倍率や接着力の低減性などにより適
宜に決定してよい。一般には、上記した結合剤、粘着剤の場合にはそのベースポリマー１
００重量部あたり、１～１５０重量部、就中１０～１３０重量部、特に２５～１００重量
部の熱膨張性微小球が用いられる。
【００２４】
　熱膨張性粘着層の形成は、例えば熱膨張性微小球と結合剤等の配合成分を必要に応じ溶
媒を用いて混合し、その混合物を塗布方式等の適宜な方式で展開してシート状の層を形成
する方式などにより行うことができる。その層の厚さは、接着力の低減性などにより適宜
に決定しうる。
【００２５】
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　熱膨張性粘着層の厚さについては、厚さの過小による熱膨張性微小球に基づく表面の凹
凸化でその上に設ける粘着層も凹凸化して十分な接着力が発現しないことの防止や加熱処
理時にその上に設けた粘着層が凝集破壊して被着体の汚染度が増大することの防止や、厚
さの過大による加熱変形不良に基づく接着力低減不足の防止などの点より、３００μm以
下、就中２～２００μm、特に５～１５０μmの厚さが好ましい。さらに、熱膨張性粘着層
の弾性率は、下記AFMフォースカーブ法で300MPa以下が好ましく、さらに好ましくは100MP
a以下、より好ましくは50MPa以下が好ましい。
【００２６】
（粘着層）
　粘着層２を構成する粘着剤として、上記の熱膨張性粘着層に使用する粘着剤を採用する
ことができ、さらにエネルギー線硬化性粘着剤や熱硬化性粘着剤を使用することもできる
。これらの粘着剤としては、粘着性を有する母剤中にエネルギー線硬化性化合物（又はエ
ネルギー線硬化性樹脂）や熱重合性化合物を配合したものを用いることができる。あるい
は、粘着性を有する母剤を炭素－炭素二重結合などのエネルギー線反応性官能基で化学的
に修飾したものを用いることも可能である。
　粘着層２の厚さは、１０～１５０μｍが好ましいが、さらに好ましくは１０～１００μ
ｍ、さらに好ましくは２０～６０μｍである。
【００２７】
（弾性率）
　熱膨張性粘着層や粘着剤層の弾性率測定には色々な方法があるが、AFMフォースカーブ
法を用いることで、層状の粘着層の弾性率を測定することが出来る。AFMフォースカーブ
法は、微小な圧子を試料に押し込み、その時の変位や応力から得られた除荷曲線から弾性
率を算出することが出来る。
【００２８】
　粘着層２の弾性率は、熱膨張性粘着層の弾性率より高ければ良いが、あまりに高すぎる
と粘着層２の熱収縮が反りの原因となることが考えられるため、前記AFMフォースカーブ
法で500MPa以下が好ましく、さらに好ましくは300MPa以下、より好ましくは100MPa以下が
好ましい。
　そして粘着層は熱膨張性粘着層よりも0.3～500MPa、さらに好ましくは10～400MPa、さ
らに50～350MPa弾性率が高いことが好ましい。
　粘着層の弾性率を熱膨張性粘着層の弾性率よりも高くすることによって、ウエハや薄膜
フィルム等の被着体表面に熱膨張性粘着層と粘着層を順に重ねるようにして貼り合わせた
後、該被着体を加工等行う。その加工後に該被着体を熱膨張性粘着層から剥離する場合に
は、該熱膨張性粘着層を加熱することにより熱膨張させる。この熱膨張時には該熱膨張性
粘着層の体積が増加し、その増加分が該粘着層と該被着体とに向けた押圧力となる。この
とき、該粘着層の弾性率が熱膨張性粘着層よりも高いので、該押圧力はコントロールされ
て、もっぱら該被着体に向けられる。
　このため、該被着体は反り等を生じることなく該粘着層から持ち上げられるように移動
し、該被着体を該熱膨張性粘着層から剥離することができる。
【００２９】
　ちなみに前記した放射線硬化型粘着剤は、例えば多官能モノマー等の架橋性官能基を有
するモノマーを共重合したポリマーを成分とする粘着剤、又は多官能モノマー等の架橋性
低分量化合物を配合した粘着剤等に、光重合開始剤を配合するなどして放射線照射により
架橋硬化できるようにしたものであり、その架橋硬化にて被着体に対する汚染物質の低減
をはかると共に、必要に応じ接着力の低下もはかりうるようにしたものである。
【００３０】
　放射線硬化型粘着剤に配合される光重合開始剤として、例えば４－（２－ヒドロキシエ
トキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトンやα－ヒドロキシ－α,α’
－ジメチルアセトフェノン、メトキシアセトフェノンや２,２－ジメトキシ－２－フェニ
ルアセトフェノン、２,２－ジエトキシアセトフェノンや１－ヒドロキシシクロヘキシル
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フェニルケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）－フェニル］－２－モルホリノ
プロパン－１の如きアセトフェノン系開始剤、ベンゾインエチルエーテルやベンゾインイ
ソプロピルエーテル、アニゾインメチルエーテルの如きベンゾインエーテル系開始剤、２
－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノンの如きα－ケトール系化合物、ベンジルジメ
チルケタールの如きケタール系化合物、２－ナフタレンスルホニルクロリドの如き芳香族
スルホニルクロリド系化合物、１－フェノン－１，１－プロパンジオン－２－（ο－エト
キシカルボニル）オキシムの如き光活性オキシム系化合物、ベンゾフェノンやベンゾイル
安息香酸、３,３'－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノンの如きベンゾフェノン系化合
物、チオキサンソンや２－クロロチオキサンソン、２－メチルチオキサンソンや２，４－
ジメチルチオキサンソン、イソプロピルチオキサンソンや２，４－ジクロロチオキサンソ
ン、２，４－ジエチルチオキサンソンや２，４－ジイソプロピルチオキサンソンの如きチ
オキサンソン系化合物、その他、カンファーキノンやハロゲン化ケトン、アシルホスフィ
ノキシドやアシルホスフォナートなどを用いた適宜な放射線硬化タイプのものであってよ
い。
【００３１】
　なお粘着層の形成に用いる粘着剤は、上記したように例えば可塑剤や充填剤、界面活性
剤や老化防止剤、粘着性付与剤などの適宜な添加剤を配合したものであってもよいが、前
記の低汚染性が望まれる場合の如く、かかる添加剤の被着体への転写が問題となる用途に
は、添加剤を配合しない組成の粘着剤とすることもできる。
【００３２】
　粘着層の形成は、例えば液状の粘着剤を熱膨張性粘着層の上に塗布する方式や、それに
準じセパレータ上に形成した粘着層を熱膨張性粘着層の上に移着する方式などの適宜な方
式にて行うことができる。粘着層の厚さは、粘着シートの使用目的や加熱による接着力の
低減性などに応じて適宜に決定しうる。また、本発明における熱膨張性粘着層や、該熱膨
張性粘着層とは異なる粘着層の表面にはこれらの層を保護する目的で剥離シート（セパレ
ータ）等を積層させることができる。
【００３３】
（セパレータ）
　前記のセパレータは、例えば、ポリエステル、オレフィン系樹脂、ポリ塩化ビニルなど
のプラスチックフィルムやシートをシリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリ
ブデン等の適宜な剥離剤で表面処理したもの、ポリテトラフルオロエチレンやポリクロロ
トリフルオロエチレン、ポリフッ化ビニルやポリフッ化ビニリデン、テトラフルオロエチ
レン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体やクロロトリフルオロエチレン・フッ化ビニリ
デン共重合体の如きフッ素系ポリマーからなる低接着性基材、ポリエチレンやポリプロピ
レン及びαオレフィンの如き無極性ポリマーからなる低接着性基材などとして得ることが
できる。
【００３４】
（弾性層）
　弾性層は合成ゴム又は合成樹脂からなり、また前記の粘着層を形成する粘着剤で形成さ
れていてもよく、またかかる成分を主体とする発泡フィルム等の多孔性フィルムで形成さ
れていてもよい。弾性層の形成は、例えば前記形成剤の溶液を基材上に塗布する方式や、
前記形成剤からなるフィルム等を基材と接着する方式などの適宜な方式にて行うことがで
き、弾性層を熱膨張性粘着層の粘着層を設ける側とは反対側に重畳させた形態とすること
が上記した作用等の点より好ましい。なお粘着層を放射線等にて処理する場合には、その
処理線を透過しうる中間層とされる。
　前記の合成ゴム又は合成樹脂としては、例えばニトリル系やジエン系やアクリル系など
の合成ゴム、ポリオレフィン系やポリエステル系の如き熱可塑性エラストマー、エチレン
－酢酸ビニル共重合体やポリウレタン、ポリブタジエンや軟質ポリ塩化ビニルの如きゴム
弾性を有する合成樹脂があげられる。ポリ塩化ビニルの如く本質的には硬質系のポリマー
にても可塑剤や柔軟剤等の配合剤との組合せでゴム弾性をもたせたものも本発明において
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用いることが可能である。
【００３５】
　弾性層は、該熱膨張性粘着層及び該熱膨張性粘着層とは異なる粘着層を支持するための
いわゆる基材として機能する層ではなく、加熱工程後において被着体に反りを発生させな
いために、本発明の加熱剥離型粘着シートにさらに高い弾性を付与するための層である。
弾性層の厚さは、その弾性率や厚さを考慮して、実質的に基材層とならない程度の性質を
示す範囲である。弾性率によっても異なるものの、その厚さは１μｍ～５０μｍ、好まし
くは３～２０μｍ、より好ましくは５～１０μｍである。
【００３６】
（用途・使用方法）
　本発明による加熱剥離型粘着シートは、シート状やテープ状やラベル状等の適宜な形態
に成形して被着体の接着などの従来の粘着シートに準じた各種の用途に用いうるが、任意
の時期における加熱処理で接着力を低減して被着体より容易に剥離できるものであること
より、その特長を活かして被着体に所定期間接着した後、その接着状態を解くことが要求
される、あるいは望まれる用途に好ましく用いることができる。被着体については、特に
限定はなく、例えば金属やセラミック、プラスチックや木材、紙などの任意な素材からな
るものであってよく、接着面も板状や曲面状や繊維状などの任意な形状を有していてよい
。
【００３７】
　ちなみに前記用途の例としては、２以上からなる物品、例えばポリマーからなる物品と
金属、繊維又は紙等からなる物品とのリサイクルを目的とした接着複合物の形成、各種の
電気装置又は電子装置やディスプレイ装置等の組立工程における部品の搬送用や仮止め用
等のキャリヤテープや仮止め材又は固定材、金属板やプラスチック板、ガラス板等の汚染
損傷防止を目的とした表面保護材やマスキング材などがあげられる。
【００３８】
　特に、本発明は粘着層を介し接着力等の粘着特性を使用目的に応じて適宜に設定でき、
かつ加熱による接着力の低減処理に伴う汚染物質、特にミクロな汚染物質の増大が少ない
ことより、半導体ウエハの裏面研磨処理やダイシング処理の如く、加工時等には強い接着
力で被着体に接着でき、その接着状態を解いた場合に被着体における汚染の少ないことが
望まれる用途に好ましく用いることができる。
【００３９】
　前記において加熱剥離型粘着シートの接着力を低減するための加熱処理は、例えばホッ
トプレートや熱風乾燥機、近赤外線ランプなどの適宜な加熱手段を介して行うことができ
る。加熱処理の条件は、被着体の表面状態や熱膨張性微小球の種類等による接着面積の減
少性、基材や被着体の耐熱性、熱容量や加熱手段などの条件により適宜に決定することが
できる。
【００４０】
　一般には１００～２５０℃の温度による、５～９０秒間（ホットプレート等）又は１～
１５分間（熱風乾燥機等）の加熱処理などであるが、これに限定されない。前記条件によ
る加熱処理にて通例、熱膨張性微粒子が膨張又は／及び発泡して熱膨張性粘着層が凹凸変
形し、それに追従して粘着層も凹凸変形して接着力が低下ないし消失する。
【実施例】
【００４１】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
より限定されるものではない。
【実施例１】
【００４２】
　アクリル酸ブチル：アクリル酸（９５重量部：５重量部）共重合体１００重量部に架橋
剤（商品名「テトラッドＣ」、三菱瓦斯化学（株）製）３重量部を配合した混合液１を調
整した。この混合液１をシリコーン処理した５０μm厚のポリエステルフィルム上に乾燥
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剤表面をＡＦＭフォースカーブ（アサイラムテクノロジー製：Ｓｉ製プローブ（R:10nm、
ばね定数：1.6nN/nm）使用、プローブ移動速度４μm/s、測定温度23℃）で測定した弾性
率は３.２MPaであった。
　一方、２－エチルヘキシルアクリレート：エチルアクリレート：メチルメタクリレート
：２‐ヒドロキシエチルアクリレート（３０重量部：７０重量部：５重量部：２重量部）
共重合体系感圧接着剤１００重量部に架橋剤（商品名「コロネートＬ」、日本ポリウレタ
ン（株）製）２重量部と熱膨張性微小球Ａ（マツモトマイクロスフェアＦ－１００Ｄ：松
本油脂製薬（株）製）３０重量部を配合してなるトルエン溶液を調整し混合液２を調整し
た。
　これをシリコーン処理した５０μm厚のポリエステルフィルム上に乾燥後の厚みが４５
μｍになるように塗布、乾燥して熱膨張性粘着層２を形成した。なお、この熱膨張性粘着
層２のＡＦＭフォースカーブにより測定した弾性率は、１．８MPaであった。得られた熱
膨張性粘着層２を感圧粘着層１に貼付けて加熱剥離型粘着シートＡを得た。
【実施例２】
【００４３】
　ヒドロキシル基含有アクリル系ポリマーにメタクリロイルオキシエチレンイソシアネー
トをヒドロキシル基の０．９当量付加させた紫外線反応性ポリマー（重量平均分子量５０
万）１００重量部、光反応開始剤３重量部、及び架橋剤（商品名「コロネートＬ」、日本
ポリウレタン（株）製）０．２重量部を配合した混合液３を調製した。この混合液３を、
シリコーン処理した５０μm厚のポリエステルフィルム上に乾燥後の厚さが５０μｍにな
るように塗布、乾燥して紫外線硬化型粘着層３を形成した。なお紫外線硬化型粘着層３の
硬化前弾性率は、０．７MPaであり、３００mJ/cm2の紫外線を照射して硬化した後の弾性
率は１４２MPaであった。紫外線硬化型粘着層３を実施例１記載の熱膨張性粘着層２に貼
付けて加熱剥離型粘着シートＢを得た。
【００４４】
〔比較例１〕
　混合液１を７５μm厚のポリエステルフィルム上に乾燥後の厚さが５０μｍになるよう
に塗布、乾燥し、ポリエステルフィルムの反対側に混合液２を乾燥後の厚さが４５μｍに
なるように塗布、乾燥して加熱剥離型粘着シートＣを得た。
【００４５】
〔比較例２〕
　感圧粘着層に、アクリル酸2－エチルヘキシル－アクリル酸（９７重量部－３重量部）
共重合体１００重量部に架橋剤（商品名「コロネートＬ」、日本ポリウレタン（株）製）
２重量部を配合した混合液を用いる以外は、実施例１と同様の手順で粘着シートＤを得た
。なお、粘着層の弾性率は、０．８MPaであった。
【００４６】
〔評価実験〕
反り量
　実施例、比較例で作製した粘着シートの熱膨張性粘着層に５０μm厚のポリイミドフィ
ルム（２３０ｍｍ四方）を貼付けた後、粘着層側を６５０μｍ厚のガラス板（２３０ｍｍ
四方）に貼り付けた。その後、熱風乾燥機を用いて、１００℃で１時間加熱した後、室温
まで放冷した際の反り量を測定した。
加熱剥離性
　実施例、比較例で作製した粘着シートの熱膨張性粘着層をＳＵＳ３０４ＢＡ板に貼付け
た後、粘着層側を６５０μｍのガラス板に貼付け、８０℃の熱風乾燥機中で１２時間加熱
した後、室温まで放冷した。貼り合せサンプルを１８０℃に加熱したホットプレート上で
加熱し、ＳＵＳ板からの剥離性を評価した。
　評価結果
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